
 

II 所得税・個人住民税の定額減税 
執筆者：山中まりや 

１．はじめに 
令和 6 年度税制改正により、令和 6 年 6 月 1 日以後最初

に支払う給与等について、所得税及び住民税の定額減税が
実施されます。今回は、給与所得者に係る定額減税につい
て解説します。 

２．所得税の取り扱い 
●定額減税の対象となる人の要件 

 令和６年６月１日現在、給与の支払者のもとで勤務して
いる人のうち、その給与支払者に扶養控除等申告書を提出
している居住者（乙欄適用者は対象外）で、令和 6 年分の
所得税に係る合計所得金額が 1,805 万円以下（注 1）である
人が対象となります。 

●定額減税額 

 減税額は、本人、同一生計配偶者（注 2）、扶養親族（注
3）1 名につき、それぞれ各 3 万円となります。したがって、
同一生計配偶者がおり、扶養親族が２名の場合、合計で 12
万円の減税となります。 

●控除方法（控除しきれない場合） 

 給与支払者が給与等を支払う際に、源泉徴収税額から定
額減税額を控除します。一度に控除しきれない部分の金額
は、以後、令和 6 年中に支払う給与等に対する源泉徴収税
額から順次控除します。 

●年末調整 

 年末調整の際、年末調整時点の定額減税額に基づき、年
間所得税額との精算を行うことになりますが、年調減税額
の控除は、住宅借入金等特別控除後の所得税額（以下図に
おける「年調所得税額」）から、当該年調所得税額を限度に
行います。また、年調減税額を控除した金額に 102.1％を乗
じて復興特別所得税を含めた年調年税額を計算します。 

３．住民税の取り扱い 
●定額減税の対象となる人の要件 

前年の合計所得金額が 1,805 万円以下（注 1）である個人
住民税所得割の納税義務者が対象となります。 

●定額減税額 

減税額は、本人、控除対象配偶者（注 4）、扶養親族 1 名
につき、それぞれ各 1 万円となります。なお、控除対象配
偶者を除く同一生計配偶者がいる場合は、令和 7 年度分の
個人住民税の額から、1 万円が控除されます。 

●控除方法 

特別徴収義務者は、令和 6 年 6 月に給与の支払をする際
は特別徴収を行わず、定額減税額を控除した後の個人住民
税の額の 11 分の 1 の額を、令和 6 年 7 月から令和 7 年 5
月まで、それぞれの給与の支払をする際毎月徴収します。 

４．定額減税のための申告書について 

所得税における定額減税額計算は、原則、令和 6 年分給
与所得者の扶養控除等申告書に記載した同一生計配偶者や
扶養親族等の状況に基づいて計算することになります。こ
のため、当該申告書に記載していない同一生計配偶者や扶
養親族について定額減税の計算に含める場合には、「源泉徴
収に係る定額減税のための申告書」を別に提出する必要が
あります。 

5．おわりに 
所得税については、扶養等の状況によって控除額が異な

ることや定額減税のための申告書提出、控除しきれない金
額が発生した際の繰越額管理について留意が必要です。 

また、住民税については、6 月分の徴収がなくなることに
より、7 月以降徴収が再開されたタイミングで従業員から
問い合わせ等が発生する可能性があると考えられます。し
たがって、従業員への周知を徹底することが重要です。 

-------------------------------------------------------------------
（注 1）給与所得のみの場合、給与収入が 2,000 万円以下で

あれば、合計所得金額 1,805 万円以下に該当します。 

（注 2）同一生計配偶者とは、本人と生計を一にする配偶者

（青色事業専従者として給与の支払いを受ける者及び白色

事業専従者に該当する者を除きます。）のうち、その者の合

計所得金額が 48 万円以下（給与所得のみの場合、給与収入

103 万円以下が該当）である者をいいます。 

（注 3）扶養親族とは、配偶者以外の親族（六親等内の血族

及び三親等内の姻族）又は都道府県知事から養育を委託さ

れた児童（いわゆる里子）や市町村⾧から養護を委託され

た老人で、本人と生計を一にする者（青色事業専従者とし

て給与の支払いを受ける者及び白色事業専従者に該当する

者を除きます。）のうち、その者の合計所得金額が 48 万円

以下（給与所得のみの場合、給与収入 103 万円以下が該当）

である者をいいます。 

（注 4）控除対象配偶者とは、同一生計配偶者（注 2 参照）

のうち、合計所得金額が 1,000 万円以下（給与所得のみの

場合、給与収入 1,195 万円以下が該当）である本人の配偶

者をいいます。 
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